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1．経営成績・財政状態に関する分析 
 
（1）経営成績に関する分析 

・当期の経営成績 
当連結会計年度におけるわが国経済は、各種政策の効果が下支えするなか、海外経済に弱さがみら

れるものの企業収益は改善しており、緩やかな回復基調が継続しました。航空業界においては、訪日

旅客数の増加により、国際線の路線開設・増便が進み、需要は堅調に推移しました。 
このような状況のもと、当社グループは企業理念と「長期ビジョン 2025」に基づいて、既存事業

基盤の強化を図るとともに、低カリウム野菜の生産・販売事業、ビジネスジェット支援事業を新規事

業として展開し、事業領域拡大を図ってまいりました。 
動力事業では、航空需要が堅調に推移しているなかで電力供給機会が増加したこと、整備事業では、

空港特殊機械整備工事の増加や施設設備工事が増加したこと、付帯事業では、フードカート販売や新

規事業が拡大したことにより、全セグメントで増収となりました。この結果、当期の売上高は前連結

会計年度（以下「前期」という）比９億 11 百万円（8.5％）増加し 115 億 82 百万円となりました。 
営業費用は、新規事業や整備事業での原材料費の増加等により、前期比８億２百万円（8.1％）増

加し 106 億 94 百万円となりました。 
この結果、営業利益は前期比１億９百万円（14.0％）増加の８億 87 百万円、経常利益は前期比 41

百万円（4.8%）増加の９億２百万円となりました。これに、特別損益９百万円の損失を計上し、税

金等調整前当期純利益は前期比 61 百万円（7.3％）増加の８億 93 百万円、親会社株主に帰属する当

期純利益は前期比 78 百万円（16.8％）増加の５億 47 百万円となりました。 
 

各セグメントの業績は次のとおりであります。 
 

① 動力事業 
ボーイング 787 型機に合わせた設備の増強を着実に実施したこと、電力及び冷暖房の供給機

会が増加したこと等により、売上高は 50 億 69 百万円と前期比１億 10 百万円（2.2％）の増加

となりました。 
セグメント利益は、原油価格下落による原材料費の減少や減価償却費の減少等により、８億５

百万円と前期比２億 24 百万円（38.7％）の増益となりました。 
 

② 整備事業 
空港特殊機械整備工事及び、施設設備工事が増加したこと等により、売上高は 48 億 47 百万円

と前期比３億 66 百万円（8.2％）の増加となりました。 
セグメント利益は、売上の増加により原材料費が増加したものの、８億 22 百万円と前期比１

億１百万円（14.1％）の増益となりました。 
 

③ 付帯事業 
フードカート販売及びセキュリティ業務の増収に加え、低カリウム野菜の販路拡大やビジネ

スジェットに特化したクリーニングサービス開始などによる新規事業の増収により、売上高は

16 億 64 百万円と前期比４億 34 百万円（35.3％）の増加となりました。 
セグメント損益は、前期より開始した低カリウム野菜の生産・販売事業が営業損失となって

いること等により、72 百万円の損失と前期比１億 43 百万円の減益となりました。 
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            （単位：百万円） 

 
売上高 セグメント利益又は損失（△） 

第 50 期 
平成 27 年 3 月期 

第 51 期 
平成 28 年 3 月期 

対前期比

(%) 
第 50 期 

平成 27 年 3 月期 
第 51 期 

平成 28 年 3 月期 
対前期比

(%) 

 

動力事業 4,959 5,069 102.2 580 805 138.7 
整備事業 4,480 4,847 108.2 720 822 114.1 
付帯事業 1,230 1,664 135.3 71 △72 － 
合 計 10,671 11,582 108.5 1,372 1,555 113.3 

全社費用*    594 667 112.4 
営業利益    778 887 114.0 

＊全社費用は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費です。 
     

・次期（平成 29 年３月期）の見通し 
動力事業では、ボーイング 787型機に合わせた対応を着実に進めること、大手航空会社、LCC 各

社に対しては、販売活動を強化し、供給率を向上させることによる増収を計画しております。整

備事業では、設備老朽化に伴う改修工事や空港の設備運用時間拡大への適切な対応と、空港内外

業務の拡大を図ることによる増収を計画しております。付帯事業では、サービス付高齢者住宅等

の新規顧客開拓によるフードカート販売の増加、低カリウム野菜の生産・販売事業の市場拡大お

よびビジネスジェット支援事業のサービス拡大を図ることによる増収を計画しております。 
これにより、売上高は 126 億円と前期比 10 億 17 百万円（8.8％）の増収、営業利益は 10 億円

と前期比１億 12 百万円（12.6％）の増益となる見込みです。経常利益は、９億 90 百万円と前期

比 87 百万円（9.7％）の増益、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比 12 百万円増加（2.2％）

の５億 60 百万円の計画とし、更なる収支改善に努めることとしております。 
 
連結収支計画                    （単位：百万円） 

 平成 28 年３月期 
（実績） 

平成 29 年３月期 
（計画） 

対前年比 
（％） 

 
動力事業売上高 5,069 5,430 107.1 
整備事業売上高 4,847 4,890 100.9 
付帯事業売上高 1,664 2,280 136.9 

売 上 高 合 計 11,582 12,600 108.8 
営 業 利 益 887 1,000 112.6 
経 常 利 益 902 990 109.7 

親会社株主に帰属

する当期純利益 547 560 102.2 

※上記の計画は、当社が現時点で得られた情報に基づいたものであり、 

実際の業績等は様々な要因により当該計画と異なる可能性があります。 

 
（2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債および純資産の状況  
（資産） 

流動資産は、前期末比７億 72 百万円（14.2％）増加の 62 億 17 百万円となりました。これは、
現金及び預金が４億 28 百万円、受取手形及び営業未収入金が２億 89 百万円、原材料及び貯蔵
品が 52 百万円増加したこと等によります。 

固定資産は、前期末比１億 18 百万円（1.8％）減少の 65 億 67 百万円となりました。これは、
退職給付に係る資産が１億 21 百万円、有形固定資産が 33 百万円、無形固定資産が 33 百万円、
それぞれ減少したこと等によります。 
この結果、総資産は、前期末比６億 53 百万円（5.4％）増加の 127 億 85 百万円となりました。 

 
（負債） 

流動負債・固定負債は、前期末比３億 72 百万円（7.0％）増加の 57 億 27 百万円となりまし
た。これは、設備投資に伴う未払金が２億 89 百万円、退職給付に係る負債が１億 64 百万円、
それぞれ増加し、長期借入金が１億 36 百万円減少したこと等によります。 
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（純資産） 

純資産合計は、前期末比２億 81 百万円（4.1％）増加の 70 億 58 百万円となりました。これ

は親会社株主に帰属する当期純利益および剰余金の配当を加減算した結果、利益剰余金が４億

22 百万円増加したこと等によります。 
 

②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末比４億 28

百万円（17.6％）増加の 28 億 58 百万円となりました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は前期比 46 百万円（3.6％）減少の 12 億 19 百万円となりまし

た。 
これは、税金等調整前当期純利益が前期比 61 百万円増加し８億 93 百万円、法人税等の支払

額が前期比１億 70 百万円減少し３億 24 百万円、仕入債務の増減額が２億 33 百万円増加し、減

価償却費が前期比 71 百万円減少し８億 38 百万円、売上債権の増減額が３億 15 百万円増加した

こと等によります。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は前期比８億 83 百万円（63.8％）減少の５億１百万円となりま

した。 
これは、主に有形固定資産の取得による支出が９億 15 百万円減少したことによります。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は前期比１億 50 百万円（34.1％）減少の２億 89 百万円となり

ました。 
これは、長期借入金による収入が２億円、長期借入金の返済を３億 36 百万円、配当金を１億

25 百万円支払ったこと等によります。 
 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。 

 
第 48 期 

平成 25年 3月期 
第 49 期 

平成 26年 3月期 
第 50 期 

平成 27年 3月期 
第 51 期 

平成 28年 3月期 
自己資本比率

(％) 51.6 49.1 55.7 55.2 

時価ベースの自

己資本比率（％） 34.7 34.8 37.3 42.5 

キャッシュ・フ

ロー対有利子負

債比率（年） 
1.9 1.6 1.5 1.4 

インタレスト・ 
カバレッジ・ 
レシオ（倍） 

26.6 36.4 44.0 52.3 

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
（注２）株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出し

ております。 
（注３）営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負

債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについ

ては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（3）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、株主への安定的な利益還元を最も重要な課題の一つと認識しつつ、将来の事業展開に

備えるための内部留保、業績や財務状況、配当性向等を総合的に判断したうえで配当を行うこと

を基本方針としております。 
当期配当金につきましては、普通配当９円と記念配当１円の合計 10 円を予定いたしておりま

す。次期につきましては、中期経営計画の進捗を踏まえ、普通配当 10 円を予定しております。 
 

（4）事業等のリスク 
当社グループの経営成績、株価および財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクおよび変

動要因は、以下に記載するとおりです。 
当社グループでは、これらリスクの存在を認識したうえで、当該リスクの発生に伴う影響を極

力回避するための努力を継続してまいります。 
なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。 
 

①動力事業 
ａ．航空会社の運航計画等による影響 

動力事業の売上は、航空各社の発着便数・機種および地上動力の利用頻度により業績に

影響を及ぼす可能性があります。 
ｂ．初期投資の負担による影響 

当事業は初期投資が大きく、減価償却費等の固定費が原価の相当部分を占めております。

当社の投資効果試算どおりに各空港の就航便数が伸びず、見込みどおりの利用状況が発生

しない場合には、減価償却費・賃借料等が負担となり、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
 

②整備事業 
空港の施設整備計画が当初計画どおりに進行しない場合や、お客様が設備投資を抑制または経

費節減施策を強化する局面においては、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

③付帯事業 
フードカート販売では、他社との競争が予想され、販売が計画どおりにならず、業績に影響を

及ぼす可能性があります。また、新規事業として開始している、低カリウム野菜の生産や販売が

計画どおりに進まない可能性があります。 
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２  企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社および連結子会社８社で構成され、駐機中の航空機へ電力、冷暖房等を提

供する動力事業および建物・諸設備、空港内外の主として空港関連特殊設備の保守管理を行う整備事

業を主な事業内容とし、更に機内食システムを転用したフードカート事業、セキュリティ事業等を総

括した付帯事業を行っております。 
当社グループの事業に係わる位置付けおよびセグメントとの関連は次のとおりであります。 

 

事 業 内     容 会  社  名 

動力事業 

 
国内 9 空港（新千歳・成田・羽田・伊丹・関西・神戸・広島・福岡・那

覇）において、航空機が必要とする電力、冷暖房および圧搾空気を、固

定式設備および移動式設備にて供給を行っております。 

(株)エージーピー 

(株)エージーピー沖縄 

(株)エージーピー開発 

(株)エージーピー関西 

(株)エージーピー北海道 

(株)エージーピー九州 

(株)エージーピー中部 

（株)エージーピーアグリテック 

ドクターベジタブルジャパン(株) 

整備事業 

 

建物・諸設備（電気設備、空調設備等）、空港内外の主として空港関連

の特殊設備の保守管理業務等で構成されており、具体的には以下のとお

りであります。 

建物・諸設備 
航空機格納庫、機内食工場、貨物ターミナル、

冷熱源供給設備、特高変電所、ホテル他 

空港関連の特殊設備 
旅客搭乗橋、手荷物搬送設備、航空機部品等

自動倉庫システム他 

空港外の特殊設備 総合物流センター等の保管・搬送設備 

付帯事業 上記2事業以外の業務を総括しておりますが、大別すると以下のとおり

です。 
①フードカート事業 

機内食システムを病院、介護施設、学校、ホテル等の給食システムに

転用した、保冷・加熱カート、保冷カート、保温カート等を製作販売し

ております。 
 

②セキュリティ事業 
受託手荷物検査装置の運用管理やハイジャック防止設備等セキュリ

ティ機器の保全業務を行っております。 
 

③低カリウム野菜等のフランチャイズ運営、生産・販売 
 
④ビジネスジェット支援事業 
 
⑤ＧＳＥ（Ground Support Equipment：航空機地上支援機材）事業 

航空業界のニーズに応じた航空機用冷暖房車、高所作業車等の特殊車

両およびブレーキクーリングカート等の製作販売しております。 
 
⑥その他 

航空機部品管理業務、空港内電気自動車の充電設備の賃貸、設備の保

守管理業務および国内外の空港特殊設備に関する技術支援業務等であ

ります。 
（注１）当社は、平成28年４月１日付で、当社の連結子会社である株式会社エージーピーアグリテックを

吸収合併いたしました。 

(注２) フードカート事業は、平成28年４月１日より、フードシステムソリューション事業に名称を変更

しております。 

（注３）上記事業のうち動力事業については、国土交通大臣が発した省令「空港管理規則」等の規制を受

けております。また、整備事業および付帯事業についても各空港事務所長等の承認を得なければ

ならない場合があります。 
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事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

お客様 

    

【動力事業】 

動力供給 

【整備事業】 

保守管理等 

【付帯事業】 

フードカート事業、 

セキュリティ事業、 

ビジネスジェット 

支援事業、GSE事業 

等 

 

(株)エージーピー  

    

当社と、一部を除く子会社との間で委託契約等を締結し、動力事業および整備事業

を行っております。また、独自にホテル施設設備の保守管理(整備事業)、航空機部

品管理や低カリウム野菜等のフランチャイズ運営、生産・販売(付帯事業)等も行っ

ております。 

連結子会社 

㈱エージーピー沖縄、㈱エージーピー開発、㈱エージーピー関西、㈱エージーピー

北海道、㈱エージーピー九州、㈱エージーピー中部、㈱エージーピーアグリテック、

ドクターベジタブルジャパン㈱ 
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３．経営方針 
 
（1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、技術力を極め、環境社会に貢献することをグループ共通の企業理念としており、 
株主の皆様にご満足いただける企業グループとなることを目指しております。 
 

（2）目標とする経営指標 
当社グループは、営業利益率を 10％以上とすることを通し、株主資本の投資効率を示す ROE

（自己資本当期純利益率）を 10%以上とする目標を掲げております。当期の ROE は 7.9％でした

が、引き続き ROE10％以上を目標として企業価値の向上に努めてまいります。 
 
（3）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、経営環境の変化に柔軟に対応し、当社成長のビジネスチャンスを捉えることを

目的に、「長期ビジョン 2025」および、その実現に向けた実行計画である「2015-2019 年度中期経

営計画」を策定しております。 
「長期ビジョン 2025」においては、高い技術力と環境社会への貢献によって空港インフラ機能

を担う信頼される企業になるとともに、空港の安全を守るために培われた技術を日本中の街へ、更

には海外へとお届けすることで、社会とともに成長することに挑戦しております。 
 

（4）会社の対処すべき課題 
日本においては、少子高齢化社会の進展とともに、長期的に就労人口が減少し、成長率が鈍化

することが見込まれています。 
当社の事業基盤である空港におきましては、首都圏空港の発着枠の拡大、各空港の整備・拡張計

画の進展、LCC のシェア拡大、空港民営化の進展等による事業環境の変化が進行しています。 
このような状況のもと、当社グループは、既存事業において、事業基盤強化を推し進め、営業利

益率の向上を図るとともに、当社グループの技術を活かせる成長領域へ進出し、質量両面での企業

価値向上を図ってまいります。 
動力事業につきましては、空港機能強化に伴う設備投資を積極的に行い、空港インフラ設備の充

実を図ってまいります。また、当社動力設備の使用率向上に向けて、お客様の立場にたった営業活

動を展開し、国土交通省の提唱するエコ・エアポート施策にも全社を挙げて積極的に参画し、関係

先との連携強化と航空燃料の消費削減による CO２排出抑制を通して、環境社会への貢献にも努め

てまいります。 
整備事業につきましては、全国カバーのネットワーク、24 時間運営体制等、当社の強みをアピ

ールした提案型、総合サービス提供型へのビジネスモデル転換を進めてまいります。さらに、異業

種パートナーとの協業により、国内地方空港の運営主体、アジア地域における空港の新設・拡張計

画に対する技術支援および空港外業務への進出を目指します。 
付帯事業につきましては、フードカート販売では、リピート需要の確実な取込みを図る一方、今

後増加が見込まれるサービス付高齢者住宅等の新規市場開拓と製品の認知度向上、低カリウム野菜

の生産・販売事業とのシナジー効果による事業領域の拡大を進めてまいります。セキュリティ機器

の保守管理では、空港の安全を守るために培われた技術を活かし、メーカーや代理店との連携を強

化し、新型セキュリティ機器の導入や更新への対応を着実に行い、空港内外の市場開拓を進めてま

いります。 
新規事業として開始しました低カリウム野菜の生産・販売事業では、販路拡大に加え新商品の市

場投入を図り、経営の早期安定化と効率的な運営体制の構築を図るとともに、植物工場ビジネスに

関連したコンサルタント業務や工場内設備の保守管理等の業務領域拡大にも努めてまいります。ま

た、成田空港で開始しましたビジネスジェット支援事業につきましては、提供サービス領域の拡大

に努めてまいります。その他、既存事業で培った技術やノウハウを活用し、空港内外での事業領域

の拡大にも取り組んでまいります。 
AGP グループ企業理念のもと、安全・品質・環境に対する取組みを強化するとともに、人材育

成の強化・技術力の向上を図るとともに、組織運営体制の強化、収益の拡大、費用の抑制、当社認

知度の向上、コーポレートガバナンスの強化を進めつつ、「2015-2019 年度中期経営計画」を着実

に実行いたします。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
 
   当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は日

本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。 
   なお、国際会計基準の適用につきましては、当社の財務活動ならびに事業活動、国内外の諸情勢

を考慮の上、適切に対応する方針であります。 
 



５．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,429,935 2,858,046 

    受取手形及び営業未収入金 1,957,283 2,247,132 

    商品及び製品 70,825 87,218 

    仕掛品 53,016 53,300 

    原材料及び貯蔵品 521,084 573,089 

    前払費用 139,349 148,698 

    繰延税金資産 134,839 164,531 

    その他 139,353 86,082 

    貸倒引当金 － △109 

    流動資産合計 5,445,688 6,217,990 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 10,267,589 10,340,384 

        減価償却累計額 △7,815,598 △8,087,576 

        建物及び構築物（純額） 2,451,991 2,252,807 

      機械装置及び運搬具 8,677,305 9,153,808 

        減価償却累計額 △6,579,519 △6,912,531 

        機械装置及び運搬具（純額） 2,097,786 2,241,277 

      土地 110,608 110,608 

      リース資産 476,394 220,991 

        減価償却累計額 △340,020 △123,996 

        リース資産（純額） 136,373 96,995 

      建設仮勘定 399,196 473,260 

      その他 522,780 531,614 

        減価償却累計額 △470,103 △491,055 

        その他（純額） 52,676 40,558 

      有形固定資産合計 5,248,632 5,215,507 

    無形固定資産     

      特許権 93,334 81,560 

      ソフトウエア 78,442 59,739 

      ソフトウエア仮勘定 － 4,001 

      その他 47,131 40,007 

      無形固定資産合計 218,908 185,308 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 212,023 222,769 

      繰延税金資産 512,986 575,704 

      敷金及び保証金 198,855 195,981 

      長期前払費用 48,708 47,734 

      退職給付に係る資産 244,772 122,960 

      その他 1,223 1,245 

      投資その他の資産合計 1,218,569 1,166,396 

    固定資産合計 6,686,110 6,567,212 

  資産合計 12,131,798 12,785,202 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    営業未払金 548,287 581,524 

    短期借入金 29,400 49,000 

    1年内返済予定の長期借入金 336,050 355,850 

    リース債務 48,192 33,087 

    未払法人税等 156,779 251,361 

    未払消費税等 177,702 80,488 

    未払金 239,994 529,455 

    未払費用 448,503 493,055 

    その他 61,958 75,175 

    流動負債合計 2,046,868 2,448,998 

  固定負債     

    長期借入金 1,350,550 1,194,700 

    リース債務 99,787 71,663 

    製品保証引当金 15,501 6,060 

    退職給付に係る負債 1,773,121 1,937,664 

    資産除去債務 68,907 67,832 

    その他 210 210 

    固定負債合計 3,308,078 3,278,130 

  負債合計 5,354,946 5,727,128 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,038,750 2,038,750 

    資本剰余金 114,700 114,700 

    利益剰余金 4,601,218 5,023,642 

    自己株式 △663 △663 

    株主資本合計 6,754,005 7,176,429 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 43,704 52,270 

    退職給付に係る調整累計額 △39,371 △170,627 

    その他の包括利益累計額合計 4,332 △118,356 

  非支配株主持分 18,515 － 

  純資産合計 6,776,852 7,058,073 

負債純資産合計 12,131,798 12,785,202 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 10,671,015 11,582,113 

売上原価 9,152,341 9,737,425 

売上総利益 1,518,673 1,844,687 

販売費及び一般管理費 739,957 956,900 

営業利益 778,716 887,786 

営業外収益     

  受取利息 912 155 

  受取配当金 3,018 3,914 

  保険配当金 620 160 

  保険事務手数料 1,134 1,056 

  受取補償金 106,168 31,422 

  その他 1,377 4,446 

  営業外収益合計 113,232 41,155 

営業外費用     

  支払利息 27,642 22,288 

  その他 3,504 4,267 

  営業外費用合計 31,147 26,555 

経常利益 860,801 902,386 

特別利益     

  国庫補助金 － 6,997 

  特別利益合計 － 6,997 

特別損失     

  固定資産除却損 28,793 8,622 

  固定資産圧縮損 － 6,997 

  その他 － 626 

  特別損失合計 28,793 16,245 

税金等調整前当期純利益 832,007 893,137 

法人税、住民税及び事業税 352,744 401,799 

法人税等調整額 15,971 △38,104 

法人税等合計 368,716 363,695 

当期純利益 463,291 529,441 

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △5,984 △18,515 

親会社株主に帰属する当期純利益 469,275 547,956 
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連結包括利益計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当期純利益 463,291 529,441 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 37,435 8,566 

  退職給付に係る調整額 112,102 △131,255 

  その他の包括利益合計 149,538 △122,688 

包括利益 612,829 406,753 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 618,814 425,268 

  非支配株主に係る包括利益 △5,984 △18,515 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

 

  (単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,038,750 114,700 4,285,879 △663 6,438,666 

会計方針の変更によ

る累積的影響額 
    △28,404   △28,404 

会計方針の変更を反映

した当期首残高 
2,038,750 114,700 4,257,474 △663 6,410,261 

当期変動額           

剰余金の配当     △125,532   △125,532 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
    469,275   469,275 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

          

当期変動額合計 － － 343,743 － 343,743 

当期末残高 2,038,750 114,700 4,601,218 △663 6,754,005 
 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券評価

差額金 

退職給付に係る調整

累計額 

その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 6,268 △151,474 △145,206 － 6,293,459 

会計方針の変更によ

る累積的影響額 
        △28,404 

会計方針の変更を反映

した当期首残高 
6,268 △151,474 △145,206 － 6,265,055 

当期変動額           

剰余金の配当         △125,532 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
        469,275 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

37,435 112,102 149,538 18,515 168,053 

当期変動額合計 37,435 112,102 149,538 18,515 511,796 

当期末残高 43,704 △39,371 4,332 18,515 6,776,852 
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  当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 

  

  

  

 

  (単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,038,750 114,700 4,601,218 △663 6,754,005 

会計方針の変更によ

る累積的影響額 
          

会計方針の変更を反映

した当期首残高 
2,038,750 114,700 4,601,218 △663 6,754,005 

当期変動額           

剰余金の配当     △125,532   △125,532 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
    547,956   547,956 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

          

当期変動額合計 － － 422,424 － 422,424 

当期末残高 2,038,750 114,700 5,023,642 △663 7,176,429 
 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券評価

差額金 

退職給付に係る調整

累計額 

その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 43,704 △39,371 4,332 18,515 6,776,852 

会計方針の変更によ

る累積的影響額 
          

会計方針の変更を反映

した当期首残高 
43,704 △39,371 4,332 18,515 6,776,852 

当期変動額           

剰余金の配当         △125,532 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
        547,956 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

8,566 △131,255 △122,688 △18,515 △141,203 

当期変動額合計 8,566 △131,255 △122,688 △18,515 281,221 

当期末残高 52,270 △170,627 △118,356 － 7,058,073 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 832,007 893,137 

  減価償却費 909,812 838,482 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） － 109 

  製品保証引当金の増減額（△は減少） △8,593 △9,441 

  退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 21,682 △5,162 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 112,883 103,778 

  受取利息及び受取配当金 △3,931 △4,069 

  支払利息 27,642 22,288 

  受取補償金 △106,168 △31,422 

  有形固定資産除却損 28,793 8,622 

  国庫補助金 － △6,997 

  固定資産圧縮損 － 6,997 

  売上債権の増減額（△は増加） 25,496 △289,849 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △66,134 △68,680 

  仕入債務の増減額（△は減少） △200,261 33,237 

  未収消費税等の増減額（△は増加） 75,791 △24,960 

  未払消費税等の増減額（△は減少） 154,190 △97,213 

  その他 △23,890 77,678 

  小計 1,779,321 1,446,532 

  利息及び配当金の受取額 3,931 4,069 

  利息の支払額 △28,784 △23,315 

  補償金の受取額 5,773 115,949 

  法人税等の支払額 △495,022 △324,077 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,265,218 1,219,158 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の払戻による収入 200,000 － 

  有形固定資産の取得による支出 △1,385,158 △469,446 

  無形固定資産の取得による支出 △201,521 △11,200 

  有形固定資産の除却による支出 △4,672 △3,417 

  国庫補助金による収入 － 6,997 

  敷金及び保証金の差入による支出 △2,858 △15,883 

  敷金及び保証金の回収による収入 24,963 6,257 

  その他 △15,770 △14,473 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,385,017 △501,167 
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                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の増減額（△は減少） 29,400 19,600 

  長期借入による収入 68,600 200,000 

  長期借入金の返済による支出 △319,450 △336,050 

  配当金の支払額 △125,312 △125,574 

  リース債務の返済による支出 △117,727 △47,855 

  非支配株主からの払込みによる収入 24,500 － 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △439,990 △289,879 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △559,789 428,111 

現金及び現金同等物の期首残高 2,989,724 2,429,935 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,429,935 ※  2,858,046 
 

(株)エージーピー　(9377)　　平成28年３月期決算短信

- 17 -



（株）エージーピー（9377） 平成 28 年３月期決算短信 

- 18 - 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 
（継続企業の前提に関する注記） 

    該当事項はありません。 
 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 ８社 
子会社はすべて連結しております。   

（株）エージーピー沖縄  （株）エージーピー開発 （株）エージーピー関西 
（株）エージーピー北海道 （株）エージーピー九州 （株）エージーピー中部 
（株）エージーピーアグリテック  ドクターベジタブルジャパン（株）の８社です。 

 
② 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 
 
③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
 
④ 会計処理基準に関する事項 

Ａ 重要な資産の評価基準及び評価方法 
ⅰ）有価証券 

その他有価証券 
イ 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定） 
ロ 時価のないもの 

総平均法による原価法 
ⅱ）たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
イ フードカート事業に係る製品及び仕掛品は、先入先出法を採用しております。 
ロ その他事業に係る仕掛品は、主に個別法を採用しております。 
ハ 貯蔵品は、主に移動平均法を採用しております。 

 
Ｂ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ⅰ）有形固定資産（リース資産を除く） 
イ 建物、関西空港・那覇空港・広島空港の構築物及び機械装置 

ａ 平成 19 年３月 31 日までに取得したもの  →旧定額法 
ｂ 平成 19 年４月１日以後に取得したもの   →定額法 

ロ その他の有形固定資産 
ａ 平成 19 年３月 31 日までに取得したもの  →旧定率法 
ｂ 平成 19 年４月１日以後に取得したもの   →定率法 
なお主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物及び構築物   8～38 年 
機械装置及び運搬具 2～17 年 
また、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 
ⅱ）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。また、特許権については、８年の定額法を採用しております。 
 

ⅲ）リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 
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Ｃ 重要な引当金の計上基準 
ⅰ）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 
    ⅱ） 製品保証引当金 

販売製品の将来の品質保証に伴う支出に備えるため、過去の実績に基づき、今後必

要と見込まれる額を計上しております。 
 

Ｄ 退職給付に係る会計処理の方法 
  ⅰ）退職給付見込み額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
 ⅱ）退職給付の会計処理基準に関する事項 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における

見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(14年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 
未認識数理計算上の差異は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括

利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 
 
Ｅ 重要なヘッジ会計の方法 

ⅰ）ヘッジ会計の方法 
        繰延ヘッジを採用しております。但し、為替予約が付されている外貨建金銭債権債

務については振当処理を採用しております。 
        ⅱ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務 

ⅲ）ヘッジ方針 
 社内規定に基づき、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避するため、キャッ

シュ・フローを円貨で固定することを目的に、必要に応じてヘッジすることとしてお

ります。 
ⅳ）ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。 
 
Ｆ 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
ⅰ）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 
ⅱ）その他の工事 

工事完成基準 
 

Ｇ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期の到来する流動性が高く容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資から

なっております。 
 

Ｈ その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理 
税抜方式を採用しております。 
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（会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」

という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連

結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月

13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している

場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連

費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年

度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加

えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行ってお

ります。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替えを行

っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－

５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。 
 
 

（追加情報） 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成 28 年３

月 29 日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（た

だし、平成 28 年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度

の 32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成 28 年４月１日から平成 30年３月 31日までの

ものは 30.9％、平成 30年４月１日以降のものについては 30.6％にそれぞれ変更されております。 

  その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 28,709千円減少し、当

連結会計年度に計上された法人税等調整額が 25,775千円、その他有価証券評価差額金が 1,295千円、

退職給付に係る調整累計額が 4,230 千円それぞれ増加しております。 

   
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  

  

前連結会計年度 

(自  平成26年４月１日 

 至  平成27年３月31日) 

当連結会計年度 

(自  平成27年４月１日 

 至  平成28年３月31日) 

現金及び預金 2,429,935千円 2,858,046千円 

現金及び現金同等物 2,429,935千円 2,858,046千円 
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（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

１ 報告セグメントの概要 
   当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 
   当社は製品やサービスの特性から区分される「動力事業」、「整備事業」および「付帯事業」の３つ

を報告セグメントとしております。 
   「動力事業」は、航空機への電力・冷暖房・圧搾空気の供給を行っております。「整備事業」は、

空港関連の特殊設備の整備および保守管理業務ならびに建物・諸設備の整備および保守管理業務を行

っております。「付帯事業」は、フードカートの製作・販売、受託手荷物検査装置の運用管理、低カ

リウム野菜等の生産・販売等、ビジネスジェット支援事業、航空機関連諸設備等を行っております。 
 
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
   報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と同一であります。 
   報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高

は市場実勢価格に基づいております。 
 
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 
 

前連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日）              （単位：千円） 

 
報告セグメント 

合計 
動力事業 整備事業 付帯事業 

売上高 
 
外部顧客への売上高 
 
セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 
 

4,959,488    
 
 

－ 

 
 

4,480,828       
 
 

－ 

 
 

1,230,698 
 
 

6,392 

 
 

10,671,015 
 
 

6,392 

計 4,959,488 4,480,828 1,237,091 10,677,408 

セグメント利益 580,763 720,612 71,605 1,372,981 

セグメント資産 6,235,163 1,040,757 1,289,742 8,565,664 

その他の項目 
 
減価償却費 
 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

 

821,880 
 
 

417,215 

 
 

19,732 
 
 

15,437 

 
 

45,145 
 
 

437,280 

 
 

886,759 
 
 

869,932 
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当連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日）            （単位：千円） 

 
報告セグメント 

合計 
動力事業 整備事業 付帯事業 

売上高 
 
外部顧客への売上高 
 
セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 
 

5,069,665     
 
 

－ 

 
 

4,847,576        
 
 

－ 

 
 

1,664,871 
 
 

6,973 

 
 

11,582,113 
 
 

6,973 

計 5,069,665 4,847,576 1,671,845 11,589,086 

セグメント利益又は損失（△） 805,410 822,540 △72,328 1,555,622 

セグメント資産 6,164,685 1,153,480 1,392,786 8,710,952 

その他の項目 
 
減価償却費 
 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

  
 

736,483 
 
 

731,554 

 
 

13,399 
 
 

10,665 

 
 

70,076 
 
 

134,965 

 
 

819,959 
 
 

877,185 

 
 
４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項） 
                       

 （単位：千円） 

利益 
前連結会計年度 

（自 平成 26 年４月１日 
至 平成 27 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 27 年４月１日 

至 平成 28 年３月 31 日） 

報告セグメント計 
 
全社費用(注) 

1,372,981 
 

594,265 

1,555,622 
 

667,836 

連結財務諸表の営業利益 778,716 887,786 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
 

（単位：千円） 

資産 
前連結会計年度 

（自 平成 26 年４月１日  
至 平成 27 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 27 年４月１日 

至 平成 28 年３月 31 日） 

報告セグメント計 
 
全社資産(注) 

8,565,664 
 

3,566,134 

8,710,952 
 

4,074,249 

連結財務諸表の資産合計 12,131,798 12,785,202 

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、有価証券であります。 
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前連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日）           （単位：千円） 

その他の項目 
報告セグメント計 調整額（注） 連結財務諸表計上額 

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 

 
減価償却費 
 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 
 

886,759 
 
 

869,932 

23,053 
 
 

23,220 

909,812  
 
 

893,152 

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社器具備品の設備投資額であります。 
 

当連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日）           （単位：千円） 

その他の項目 
報告セグメント計 調整額（注） 連結財務諸表計上額 

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 

 
減価償却費 
 
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 
 

819,959  
 
 

877,185 

18,522 
 
 

7,397 

838,482 
 
 

884,582  

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社器具備品の設備投資額であります。 
 
 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報】             

   該当事項はありません。 
   

 
（開示の省略） 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、リース取引、金融商品、有価証券、

デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、企業結合等、資産除去債務、

賃貸等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大き

くないと考えられるため開示を省略いたします。 
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（１株当たり情報） 
前連結会計年度 

(自 平成 26 年４月１日 
 至 平成 27 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 27 年４月１日 
 至 平成 28 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額        484.54 円 
 
１株当たり当期純利益        33.64 円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に 
ついては、潜在株式が存在しないため記載して 
おりません。 

１株当たり純資産額       506.03 円 
 
１株当たり当期純利益       39.29 円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に 
ついては、潜在株式が存在しないため記載して 
おりません。 

 
（注）算定上の基礎 
 
１．1 株当たり純資産額 

項目 前連結会計年度 
(平成 27 年３月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 28 年３月 31 日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 6,776,852 7,058,073 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額から控

除する金額（千円） 18,515 － 

（うち非支配株主持分（千円）） （18,515） （－） 

普通株式に係る純資産額（千円） 6,758,337 7,058,073 

普通株式の発行済株式数（千株） 13,950 13,950 

普通株式の自己株式数（千株） 1 1 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株） 13,948 13,948 

 
２．1 株当たり当期純利益 

項目 
  前連結会計年度 
(自 平成 26 年４月１日 
至 平成 27 年３月 31 日) 

  当連結会計年度 
(自 平成 27 年４月１日 
至 平成 28 年３月 31 日) 

連結損益計算上の親会社株主に帰属する当期

純利益（千円） 469,275 547,956 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（千円） 469,275 547,956 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,948 13,948 

 
（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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６．その他 

 
（１）役員の異動（平成 28 年 6 月 24 日付予定） 

①代表者の異動 
該当事項はありません。 

 
②その他役員の異動 

1） 新任取締役候補 
ｶﾄﾞﾔ ﾖｼﾐ 

取締役  門谷 良已（現 執行役員 関西支社長） 
 

 
2）退任取締役 

ｺﾊﾞﾔｼ ﾏｻｷ 
小林 正樹（現 取締役） 

 
 

3）新任監査役候補 
ｺﾒﾀﾆ ﾋﾛﾕｷ 

社外監査役 米谷 宏行（現 全日本空輸株式会社 整備センター 業務推進部長） 

 
 

4）退任監査役 
ﾀﾝｼﾞ ﾔｽｵ 
丹治 康夫（現 社外監査役 全日本空輸株式会社 執行役員 中部支社長） 

 
 

 
以 上 
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